別添－１
（様式－１）
令和　　年　　月　　日　

参　加　表　明　書

発注者
島根県知事　丸山達也　様

住所　　〒

称号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　


令和７年１０月１４日付けで公告のありました下記業務の技術提案書に基づく選定の参加について、次の書類を添えて提出いたします。


１　業務名　矢原川ダム建設事業
本体実施設計（配置設計）及び水理模型実験業務委託


２　提出書類
（１）企業の建設コンサルタント登録（様式－２）
（２）企業の同種業務の実績（様式－３）
（３）企業の業務の実績（様式－４）
（４）企業の優良業務表彰の実績（様式－５）
（５）企業の島根県内での業務実績（様式－６）
（６）予定管理技術者の資格等（様式－７）
（７）予定管理技術者の同種業務の実績（様式－８）
（８）予定管理技術者の業務の実績（様式－９）
（９）予定担当技術者の資格等（様式－１０）
（10）予定照査技術者の資格等（様式－１１）
（11）業務実施体制（様式－１２）
（12）業態調書（様式－１３）
（13）概算見積書（任意様式）

３　問い合わせ先
担当者
部署
電話番号
FAX番号
E-mail



（様式－２）
・企業の建設コンサルタント登録
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
部門名

	
	登録の有無　　　有　　　　無

	
	
	登録の有無　　　有　　　　無


注１：登録の有無に○印しを記入する。

（様式－３）
・企業の同種業務の実績
	Ｎｏ
	１
	２
	３
	４
	５

	業務名
	
	
	
	
	

	TECRIS 登録番号
	
	
	
	
	

	最終契約金額
	
	
	
	
	

	最終履行期間
	
	
	
	
	

	発注機関名
住所
TEL
	
	
	
	
	

	業務の概要





	
	
	
	
	

	（内容）

	
	
	
	
	

	技術的特徴




	
	
	
	
	


注１：複数枚に記載してもよい（Ｎｏを連番とすること）。
注２：業務の概要については、具体的に記述すること。



（様式－４）
・企業の業務の実績
	Ｎｏ
	１
	２
	３
	４
	５

	業務名
	
	
	
	
	

	TECRIS 登録番号
	
	
	
	
	

	最終契約金額
	
	
	
	
	

	最終履行期間
	
	
	
	
	

	発注機関名
住所
TEL
	
	
	
	
	

	業務の概要





	
	
	
	
	

	（内容）

	
	
	
	
	

	技術的特徴




	
	
	
	
	


注１：複数枚に記載してもよい（Ｎｏを連番とすること）。
注２：業務の概要については、具体的に記述すること。

（様式－５）
・企業の優良業務表彰の実績
	受賞年度
	表彰部門
	表彰状記載業務名

	
	
	

	
	
	


注１：表彰の種類は、国交省の場合「土木又は港湾空港部門」部門、県の場合は「土木設計業務部門、農林水産設計業務部門」部門のみ



（様式－６）
	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	最終契約金額
	

	最終履行期間
	

	発注機関名
	

	業務の概要

	



・企業の島根県内での業務実績

（様式－７）
・予定管理技術者の資格等
	①氏名 (ふりがな)
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格等
技術士（部門：　　　　分野：　　　　）・登録番号： 　　・取得年月日：
RCCM  （部門：　　　　　　　　　　　）・登録番号： 　　・取得年月日：
その他（名称：　　　　　　　　　　　）・登録番号：　　 ・取得年月日：

	⑤手持ち業務の状況（令和　　年　月　　日現在）、契約金額５００万円以上

	業　務　名
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	






（契約金額合計　　　　万円）


	⑥優秀建設技術者表彰（業務）の実績

	受賞年度
	表彰部門
	表彰状記載業務名

	
	
	

	
	
	





（様式－８）
・予定管理技術者の同種業務の実績
	Ｎｏ
	１
	２
	３

	業務名
	
	
	

	TECRIS登録番号
	
	
	

	最終契約金額
	
	
	

	最終履行期間
	
	
	

	
発注機関名
住　所
ＴＥＬ

	
	
	

	業務の概要








	
	
	

	業務の技術的特徴








	
	
	

	（内容）

	
	
	

	当該技術者の業務担当の内容



	
	
	

	備考
	
	
	


注１：複数枚に記載してもよい（Ｎｏを連番とすること）。
注２：業務の概要については、具体的に記述すること。
注３：技術提案書の提出者以外が受託した業務実績を記載する場合は、当該業務を受託した企業名等を備考欄に記載すること。

（様式－９）
・予定管理技術者の業務の実績
	Ｎｏ
	１
	２
	３

	業務名
	
	
	

	TECRIS登録番号
	
	
	

	最終契約金額
	
	
	

	最終履行期間
	
	
	

	
発注機関名
住　所
ＴＥＬ

	
	
	

	業務の概要








	
	
	

	業務の技術的特徴








	
	
	

	（内容）

	
	
	

	当該技術者の業務担当の内容



	
	
	

	備考
	
	
	


注１：複数枚に記載してもよい（Ｎｏを連番とすること）。
注２：業務の概要については、具体的に記述すること。
注３：技術提案書の提出者以外が受託した業務実績を記載する場合は、当該業務を受託した企業名等を備考欄に記載すること。

（様式－１０）
・予定担当技術者の資格等
	①氏名 (ふりがな)
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格等
技術士（部門：　　　　分野：　　　　）・登録番号： 　　・取得年月日：
RCCM  （部門：　　　　　　　　　　　）・登録番号： 　　・取得年月日：
その他（名称：　　　　　　　　　　　）・登録番号：　　 ・取得年月日：

	⑤手持ち業務の状況（令和　　年　月　　日現在）、契約金額５００万円以上

	業　務　名
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	






（契約金額合計　　　　万円）




（様式－１１）
・予定照査技術者の資格等
	①氏名 (ふりがな)
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格等
技術士（部門：　　　　分野：　　　　）・登録番号： 　　・取得年月日：
RCCM  （部門：　　　　　　　　　　　）・登録番号： 　　・取得年月日：
その他（名称：　　　　　　　　　　　）・登録番号：　　 ・取得年月日：



（様式－１２）
・業務実施体制
	
	予定技術者名
	所属・役職
	担当する分担業務の内容

	管理技術者
	
	
	

	照査技術者
	
	
	

	担当技術者
	
1)

2)

3)

	
	


注１：氏名にはふりがなをふること。
注２：所属・役職については、技術提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業名等も記載すること。


（様式－１３）

業態調書

　　年　　月　　日

住所
商号又は名称
代表者名

１　資本関係に関する事項
（１）会社法第２条第４号の親会社
	商号又は名称
	本社住所

	
	

	
	


（２）会社法第２条第３号の子会社
	商号又は名称
	本社住所

	
	

	
	


（３）会社法第２条第４号の親会社を同一とする子会社の関係を有する会社
	商号又は名称
	本社住所

	
	

	
	



２　役員等の兼任に関する事項
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	本社住所
	役職

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（注）１　記入欄が足りない場合には、適宜記入欄を追加して用いること。
２　「役員等」としては、代表取締役、取締役（社外取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）並びに会社更生又は民事再生の手続き中である会社の管財人を記入すること。
なお、監査役及び執行役員は、「役員等」に該当しない。



[image: ]
[image: ]


別添－２

（様式－１４）

令和　　年　　月　　日　

プ　ロ　ポ　ー　ザ　ル　技　術　提　案　書


島根県知事　丸山達也　様

住所　　〒

称号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　


令和７年　　月　　日付けで技術提案者として選定通知のありました下記業務について、次の書類を添えて提出いたします。


１　業務名　矢原川ダム建設事業
本体実施設計（配置設計）及び水理模型実験業務委託


２　提出書類
（１）予定管理技術者の島根県内での業務実績（様式－１５）
（２）予定担当技術者の同種業務の実績（様式－１６）
（３）業務実施方針・実施フロー・工程表（様式－１７）
（４）特定テーマに対する技術提案（様式－１８）
（５）設計業務にかかる費用についての見積書（任意様式）


３　問い合わせ先
担当者
部署
電話番号
FAX番号
E-mail



（様式－１５）
	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	最終契約金額
	

	最終履行期間
	

	発注機関名
	

	業務の概要

	



・予定管理技術者の島根県内での業務実績



（様式－１６）
・予定担当技術者の同種業務の実績
担当技術者（氏名　　　　　　　　　　）
	Ｎｏ
	１
	２

	業務名
	
	

	TECRIS登録番号
	
	

	最終契約金額
	
	

	最終履行期間
	
	

	発注機関名
住　所
ＴＥＬ
	
	

	業務の概要



	
	

	業務の技術的特徴

	
	

	当該技術者の業務担当の内容
	
	

	備考
	
	


注１：業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記述すること。
注２：技術提案書の提出者以外が受託した業務実績を記載する場合は、当該業務を受託した企業名等を備考欄に記載すること。



（様式―１７）【業務の実施フロー】（別紙作成も可）

・業務の実施方針・業務の実施フロー
	【業務の実施方針】

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	【重要事項の提案等】

	

	

	

	

	

	

	

	




・業務の工程表
	検討事項
	業務工程
	備　考

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注１：フロー、工程表は自由に配置してよい



（様式－１８）
・特定テーマに対する技術提案
	特定テーマ　：　ダムサイトの地質的課題に関する設計での対応について（基礎部の低角度弱層、左右岸のゆるみゾーン、右岸尾根部の高透水ゾーン、その他必要事項）

	


注１：特定テーマの括弧内に示す地質的課題への対応については、それぞれ具体的に記述すること。

別添－３

令和　　　年　　　月　　　日　
島根県知事　丸山　達也　様
住所又は所在地
商号又は名称
代者職氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号

質　問　書

下記業務のプロポーザルについて、次の項目を質問いたします。

業務名：矢原川ダム建設事業　本体実施設計（配置設計）及び水理模型実験業務委託

	質問事項
	回答

	
	

	
	

	
	

	
	


注）１．用紙はＡ４版タテとする。
　　２．質問がない場合は、質問書を提出する必要はありません。



image1.emf
○同一入札への参加が制限される場合

　①、②について、子会社又は子会社の一方が更正会社又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。

　③について、会社の一方が更正会社又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。

○役員の定義

○親会社、子会社の定義

会社法第２条第３号及び第４号に規定する親会社・子会社

Ａ社

Ｂ社

Ａ社 －

親会社 子会社

－ Ｂ社

×

ケースⅠ

Ａ社

Ｂ社

Ｂ社の議決権

の過半数

Ａ社は、Ｂ社の「親会社」

Ｂ社は、Ａ社の「子会社」

第2条第3号 子会社の定義

　会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他の当該会社がその経

営を支配している法人として法務省令で定めるものをいう。

第2条第4号 親会社の定義

　株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を支配している法人と

して法務省令で定めるものをいう。

Ａ社 Ｄ社

Ｂ社

Ｃ社

③取締役兼任

①親子関係

②親会社が同じ子会社同士

×

×

×

資本関係の繋がりあり 役員等の兼任あり

　制限基準

　　①親会社と子会社の二者

　　②親会社を同じくする子会社同士

　　③役員の兼任　等



　※一者を除いて辞退すれば残る一者

　　は参加可能

×

同一入札への参加が制限される場合

①会社の代表権を有する取締役（代表取締役）

②取締役（社外取締役を含む。ただし、委員会等設置会社の取締役を除く。）

③会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第２項の規定により選任された

　管財人

④委員会等設置会社における執行役又は代表執行役


image2.emf
Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

親会社 子会社

Ａ社、Ｂ社 －

－ Ｂ社、Ｃ社

Ａ社 Ｃ社

親会社 子会社

－ Ｂ社、Ｃ社

Ａ社 －

Ａ社 －

ケースⅡ

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｂ社の議決権

の過半数

Ｃ社の議決権

の４割

Ｃ社の議決権

の２割

Ｂ社は、Ａ社の「子会社」であり、親会社

であるＡ社及び子会社であるＢ社が、

Ｃ社の議決権の過半数を有することから、



会社法第２条の規定により、

Ａ社は、Ｃ社の「親会社」とみなされ、

Ｃ社は、Ａ社の「子会社」とみなされる。

ケースⅢ

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｂ社の議決権

の過半数

Ｃ社の議決権

の過半数

Ｂ社は、Ａ社の「子会社」であり、子会社

であるＢ社が、Ｃ社の議決権の過半数を

有することから、



会社法第２条の規定により、

Ａ社は、Ｃ社の「親会社」とみなされ、

Ｃ社は、Ａ社の「子会社」とみなされる。


